
セミナーの
お申込みは
こちらから

セミナー開催概要

参加費
無料

セミナーに関するお問い合わせ

知財マネジメントセミナー運営事務局
（受託事業者：一般社団法人発明推進協会）
TEL：03-3502-5424
E-mail：info@ipms-seminar.inpit.go.jp

日時：2024年3月18日(月) 13:30～15:30

会場：大阪商工会議所 4階 402号会議室

VUCA(Volatility = 変動性、Uncertainty = 不確実性、Complexity= 複雑性、Ambiguity＝曖昧性) の時
代、 事業環境の変化はそのスピードを増し、とりわけ中小企業・ベンチャーにとっては競争力の強化、事業
の継続性担保のために戦略的な経営が求められています。

こうした中、独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）では、企業の事業戦略の立案と知財マネジ
メントについて実践的な理解を深めるために、中小企業やスタートアップの事例から自社に活用できるアイ
デアや指針を学ぶことができるケーススタディ研修教材を制作しました。

本セミナーは、このケーススタディ教材を用いたグループワークを通じて、企業に起こり得るビジネス課
題の対策や解決方法について、互いの知見を共有しながら、自分の会社ならどうするか参加者全員が一緒に
考えていく場として開催いたします。どうぞ奮ってご参加ください。

類似品が
出回っている⁉

新商品を
どう販売するか…

事業に知財活動を連動…
どうやって？？

リアルな最新事例で学ぶ！

強い経営・次の一手
～知って得する知財マネジメント～

主催：独立行政法人工業所有権情報・研修館
共催：大阪商工会議所（予定）、日本弁理士会関西会
後援：近畿経済産業局

ファシリテーター：桑原 良弘（一般社団法人発明推進協会 研究員）

講師：松下 正(まつした ただし)氏

古谷国際特許事務所 弁理士



知財マネジメント人材育成教材とは

実在する企業の新しい知的財産権（広義の知財含む）に係る戦略的な取組みを収集し、リアルな事例を基
に制作したストーリー17ケースで構成するケーススタディ集、ケーススタディ集のストーリーの重要なポイ
ントを解説する研修テキスト、これらケーススタディ集、研修テキストを利活用するための研修企画者や講
師向けの教材参考書となるティーチングノートで構成されており、企業内研修や支援機関等によるセミナー
の効果的な運営にご活用いただける教材です。

本教材は、INPITのホームページからダウンロード可能です。

＜過去の受講者の声＞
• 自社に置き換えてもあり得るケースで非常に参考になった
• 事例を読み考え、その上でグループ討議する相互学習のシステムがとてもよかった
• 自分の考え方と他の方の意見を比べることができたので理解が深まった

検索INPIT ケース教材
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13:40～
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15:20～

15:30～

オリエンテーション

ケーススタディ１（3-2 技術導入によるビジネスの拡大戦略）
【ケースストーリー概要】
新製品開発に当たり有望な企業に技術提携を持ち掛ける。
結果、ライセンシー、サブライセンシーと協力関係を構築、開発後も密な連携を保つ
ことに成功。

ケーススタディ２（5-1 創業期を支えた知財戦略）
【ケースストーリー概要】
新製品の販売代理を大手商社に打診するも、独占販売権を条件に持ち出され断念。自
ら営業を行うことを決意し、STP分析やSWOT分析等を通して知財戦略を見直す。

全体質疑応答・まとめ

セミナー終了

セミナープログラム（予定）

本セミナーは、グループディスカッションによるケーススタディを中心に進行します。

第１章
戦略的活用編

第２章
トラブル対応編

第３章
サステナブル経営編

第４章
Next IP編

第５章
マーケティングミックス編セミナーのご紹介

セミナーの概要、事例の解説はこちら(IP-ePlat）をご覧ください！

高評価の教材をリバイス、最新事例を追加

2016年にリリース以来、20カ所以上の機関
に活用され、500名を超える受講者の9割から、
理解しやすい教材と高い評価を受けています。

2022年に新たな事例を追加し、内容を更新
した最新版を公開しています。

教材活用のサポートも充実

知財マネジメントセミナー運営事務局では、
本教材を活用したセミナー開催企画のご相談等
に対応しています。お気軽にご相談ください。
TEL：03-3502-5424
E-mail：info@ipms-seminar.inpit.go.jp

知財マネジメント人材育成教材とは

氏名・所属 松下 正 氏 古谷国際特許事務所 弁理士

略歴等 「クライアント共に考えるjoint thinking」を基本的なスタンスとして、ビジネスモデル特許戦略
と融合させた新規事業戦略の提唱を行なっている。
ズバッと切り込む質問力を駆使して、埋もれている技術を掘り起こすことを得意としている。
1991年弁理士登録。日本弁理士会ソフトウェア委員会委員長、技術標準委員会委員長、近畿支部
知財普及委員会委員長を歴任。
金型製作会社にて金型設計業務に従事 過去の講師経験多数。詳細は下記ウェブサイト参照
（ http://www.furutani.jp/attorney2.html)


